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１ 事業手法検討の背景 

本事業は，京都市市営住宅ストック総合活用計画策定後，初めての全棟建替

えによる大規模な団地再生事業である。 

事業の実施に当たっては，入居者の高齢化や本市の厳しい財政状況を踏まえ，

入居者の負担軽減や事業費の削減を図る必要がある。 

そこで，事業者の技術やノウハウ等をこれまで以上に事業へ生かすことで，

効率的，効果的な事業の実施を図るため，昨年度に民間活力導入可能性調査 

（先行事例の調査，事業者へのヒアリング，概算事業費の算定等）を実施し，

導入効果と事業の実現性を確認した。 

本年度は，昨年度の検討結果を踏まえ，入居者の生活実態等の把握や埋蔵文

化財の試掘調査等を基に，事業手法の検討を行った。



２ 各発注方式の概要 

  公営住宅の建設における発注方式の概要は次のとおりである。 

発注方式 分離分割発注方式 
デザインビルド・ 

メンテナンス方式

ＰＦＩ手法

ＢＴ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

概  要 

設計,工事を建築,電気,

機械の区分に分割して

仕様発注する方式 

設計，工事,維持管理を

一括して性能発注する

方式

設計, 工事を一括して 

性能発注する方式

設計, 工事,維持管理を一括して性能発注する方式

事業主体 市 事業者（ＳＰＣ等）

建物所有 市
事業者（事業中） 

市（事業完了後）

資金調達 単費＋起債＋交付金
左記に加えて民間資金の調達が可能 

（事業期間を支払期間とした割賦払いが可能）

国費
社会資本整備総合交付金 

（補助率４５％）

・社会資本整備総合交付金

※事業者に直接交付 

 する場合は補助率５０％

・家賃対策調整補助金 

（補助率５０％）

移転支援 別契約 一契約で実施可能

付帯事業 別契約 一契約で実施可能
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３ 民間活力導入可能性調査の結果 

 先行事例の調査（別紙を参照）

   他の自治体における公営住宅等の新築事例では，ＰＦＩ手法による  

  事業費の削減効果が，公表された１３件で平均約１６％であった。 

 事業者へのヒアリング 

ＰＦＩ手法等による事業効果や事業への参画意欲等への影響について，

本市や近畿圏でデザインビルド・メンテナンス方式（以下「ＤＢＭ方式」

という。）やＰＦＩ手法による公共施設整備の実績を有した建設会社や開発

会社１２社を対象にヒアリングを実施した。 

 ＜ヒアリングの結果＞ 

・ 市営住宅等の整備や入居者移転の支援，敷地の有効活用は，事業者が

創意工夫をしやすく，提案の自由度を高めてもらえれば，事業効果の向

上や事業期間の短縮等が見込める。 

・ 市営住宅の維持管理は，行政と事業者のリスク分担が不明確になりや

すいため，事業への参画意欲が低下する。 

 事業期間の検討 

管理戸数２３０戸の住棟を建設する場合の設計・工事期間は，直近の公

営住宅の建替え事例から，分離分割発注方式が４年半，ＰＦＩ手法等によ

る一括発注方式が入札回数の減少等による半年間の短縮を想定し，４年間

と見込んだ。 

 市の負担額と国費の算定 

国費の受入額は，家賃対策調整補助金の受入が可能なＢＯＴ方式が， 

  約２８億円，その他の方式が約１７億円から１９億円となり，ＢＯＴ方式

が他の方式と比べて約９億円から１１億円多く，有利であった。 

【主な算定条件】 

・市営住宅の規模は，２３０戸程度と設定する。 

 ・直近の公営住宅の建替事例における建設単価(平成２５年度)をベースに算定した。

・デザインビルド・メンテナンス方式とＰＦＩ手法は，他都市や本市における民間

活力導入事例を参考に，整備費の１０％削減を見込む。 

分離分割 

発注方式 
ＤＢＭ方式 

ＰＦＩ手法 

ＢＴ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

総事業費 約５０億円 約４７億円 約４６億円 約４５億円 約４６億円

国費総額 約１９億円 約１７億円 約１７億円 約１７億円 約２８億円

市の負担額 約３１億円 約３０億円 約２９億円 約２８億円 約１８億円
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４ 本年度の検討結果 

 各種調査 

  ア 入居者の生活実態等の把握 

    入居者の移転に対する考え方や生活実態について，アンケートや聞き

   取りを行った。 

    入居者からは，早期の事業実施を望む声が多い一方で，仮移転に伴う

   環境の変化，引越しや手続き等の負担に対する不安の声が多く，移転に

   伴う支援の充実が必要であることがわかった。 

  イ 埋蔵文化財の試掘調査 

    民間活力導入可能性調査時は，敷地全体（約１２，０００㎡）に平安

   京跡等の遺構が発掘されることを想定していたが，本年度に試掘調査を

   行った結果，本掘調査の対象が敷地の一部（約１，０００㎡）にとどま

   ることがわかった。 

    これにより，本掘調査の調査期間が，当初想定の１年半から半年に 

   短縮されたため，事業期間についても，１年間の短縮が可能となった。 

ウ 八条市営住宅周辺の民間賃貸住宅の相場等 

八条市営住宅の半径２㎞圏内（徒歩圏）を中心に，条件を付して， 

   仮住居先となる民間賃貸住宅の立地状況や家賃相場，空住戸数等を調査

   した。 

    具体的には，現行の耐震基準を満たし，エレベーターが設置されてい

   る，若しくは１階又は２階にあることを条件に，賃貸住宅の仲介業者へ

   のヒアリングやインターネットを活用して調査を行った。 

    その結果，条件を満たす空き住戸が，調査時において，本事業の移転

   対象世帯数１５０世帯を上回ること等がわかった。 

 詳細な事業内容の検討 

   上記 の各種調査の結果や他の自治体の事例分析，施設計画の検討等に

  よって，詳細な事業内容の検討を行った。 

   検討に当たっては，全棟建替えであることの利点（土地利用の自由度）

  を生かし，事業者の創意工夫を引き出すことで，低廉かつ良質な施設が 

   整備できるよう考慮した。 

   具体的には，事業者の技術やノウハウ等による創意工夫，マンパワーが

  生きる市営住宅等の整備や入居者の移転支援，敷地の有効活用において，

  条件を付して，できり限り事業者の提案を求めることとした。 

   詳細な内容については，議題１「事業内容（案）」の資料を参照。 
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 概算事業費の再算定 

【主な変更点】 

・労務単価の上昇（平成２５年度から平成２８年度），解体撤去工事や外構工事の 

内容見直し等による整備費の増 

・民間賃貸住宅の市場調査や埋蔵文化財の試掘調査等の結果を反映し，移転期間の

短縮等による移転費の減 

・事業者へのヒアリングや他の自治体の事例の分析等によるＳＰＣ経費や維持管理

費の減 

分離分割 

発注方式 
ＤＢＭ方式 

ＰＦＩ手法 

ＢＴ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

総事業費※ 約５５億円 約５０億円 約５０億円 約４９億円 約４９億円 

（整備費） 

（移転費） 

（維持管理費）

約４４億円 

約 ６億円 

約 ５億円 

約４０億円 

約 ６億円 

約 ４億円 

約４０億円 

約 ６億円 

約 ４億円 

約４０億円 

約 ６億円 

約 ３億円 

約４０億円 

約 ６億円 

約 ３億円 

国費総額 約２１億円 約１９億円 約１９億円 約１９億円 約２８億円 

社会資本整備
総合交付金 

家賃対策調整
補助金

約２１億円 

－ 

約１９億円 

－ 

約１９億円 

－ 

約１９億円 

－ 

約１９億円 

約 ９億円 

市の負担額 約３４億円 約３１億円 約３１億円 約３０億円 約２１億円 

※ 埋蔵文化財の本掘調査費用は，含まない。 

５ 事業手法の選定 

  本市は，民間活力導入可能性調査の結果に基づいて，本年度に各種調査や詳細

な事業内容の検討等を行った結果，次のことから，ＢＯＴ方式による事業実施が

望ましいと考える。

・性能発注にすることで，事業者の技術やノウハウ等を生かした低廉かつ 

 良質な市営住宅の整備や付帯事業の実施が期待できる。 

・同じ事業者が一貫して事業を行うことで，市営住宅と付帯事業用地に 

 立地する施設等の一体的な整備や安定した入居者移転の支援が期待でき

 る。 

・国費の受入額が多く，事業に伴う市負担の大幅な軽減が見込める。 

６ 想定スケジュール（ＢＯＴ方式） 

事 業 契 約 の 締 結   平成３０年４月 

市営住宅の設計・工事期間  平成３０年４月から平成３３年３月 

入 居 者 の 移 転 完 了  平成３３年９月 

付帯事業用地の引渡し   平成３４年４月 

市営住宅の維持管理期間  新棟の供用開始日から１０年間
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本市や他の自治体における先行事例一覧 

１ 本市の事例 

  民間活力を導入した本市の公共施設整備事例は９件であり，そのうち６件

 で施設の新築を行っている。 

  なお，その他の事例は学校の耐震改修と空調設備の導入事業である。 

事業名 事業内容 付帯施設 発注方式 削減効果 

京都御池中学校・複合施設

整備等事業 

・施設の整備 

・施設の維持管理 

・賑わい施設の運営 

・福祉施設

・商業施設
ＢＴＯ 約３０％ 

京都市伏見区総合庁舎

整備等事業

・施設の整備 

・施設の維持管理 
－ ＢＴＯ 約 ７％ 

京都市立音楽高等学校

移転整備事業

・施設の整備 

・施設の維持管理 
－ ＢＴＯ 約１１％ 

京都市左京区総合庁舎

整備等事業

・施設の整備 

・施設の維持管理 
－ ＤＢＭ 約 ２％ 

京都市立病院

整備運営事業

・施設の整備，維持管理 

・診療材料の調達 

・病院の運営 

－ ＢＴＯ 約 ６％ 

京都市上京区総合庁舎

整備等事業

・施設の整備 

・施設の維持管理 
－ ＤＢＭ 約１２％ 

（参考 その他の事例）

事業名 事業内容 付帯施設 発注方式 削減効果 

京都市小学校 

冷房化等事業 

・施設の改修 

・施設の維持管理 
－ ＢＴＯ 約２８％ 

京都市立小中学校

耐震化ＰＦＩ事業

・施設の改修 

・施設の維持管理 
－ ＲＯ 約１％ 

京都市立学校

耐震化ＰＦＩ事業

・施設の改修 

・施設の維持管理 
－ ＲＯ 約２４％ 
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２ 他の自治体の事例 

  ＰＦＩ手法による公営住宅の新築事例は，全国で４２件であり，このうち

 １３件で事業費の削減効果が公表されている。 

  発注方式ごとの内訳は，ＢＴ方式が２９件，ＢＴＯ方式が１２件，ＢＯＴ

 方式が１件である。 

  また，敷地の一部を活用して住宅や施設を建設する付帯事業が，２０件で

 実施されていた。 

事業名 自治体 事業内容 付帯施設 発注方式 削減効果 

府営吹田藤白台住宅 

(第2期)民活プロジェクト
大阪府 

・市営住宅の整備 

・入所者の移転支援 

・付帯事業 

・共同住宅 ＢＴ 約８％

広島市営吉島住宅 

更新事業 
広島市 

・市営住宅の整備 

・入所者の移転支援 

・付帯事業 

・複合施設

・戸建住宅
ＢＴ 約１６％

市営新町住宅他 

建替事業 
大館市 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約８％

公営住宅塩井町団地 

建替等事業（3号棟） 
米沢市 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約１０％

公営住宅塩井町団地 

建替等事業（2号棟） 
米沢市 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約８％

県営通町団地 

移転建替等事業 
山形県 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約１４％

市営長曽根団地・深井中町

団地建替事業 
堺 市 

・市営住宅の整備 

・付帯事業 
・共同住宅 ＢＴ 約２３％

公営住宅塩井町団地 

建替等事業（1号棟） 
米沢市 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約１１％

新屋比内町市営住宅 

建替事業 
秋田市 

・市営住宅の整備 

・付帯事業 

・福祉施設

・戸建住宅
ＢＴ 約２９％

防府・高井県営住宅 

東ブロック整備等事業 
山口県 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理

・付帯事業 

・商業施設 ＢＴＯ 約１７％

市営住宅自由ヶ丘団地 

整備事業 
沼津市 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約１９％

府営住宅常団地 

整備等事業 
京都府 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理

・付帯事業 

・駐車場 ＢＴＯ 約２７％

県営住宅鈴川団地 

移転建替事業 
山形県 

・市営住宅の整備 

・市営住宅の維持管理
－ ＢＴＯ 約２１％



本事業における各発注方式の比較

発注方式 分離分割発注方式 ＤＢＭ方式
ＰＦＩ方式

ＢＴ方式 ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式 

メリット

・設計段階で詳細な仕様

を定めるため，安定した

品質の確保が可能 

・事業者の受注機会が多

い 

・一括性能発注による工期

短縮と整備コスト縮減，一

体的な事業実施が可能 

・一括性能発注による工期

短縮と整備コスト縮減，一

体的な事業実施が可能 

・民間のノウハウ等を生か

した付帯事業が可能 

・一括性能発注による工期

短縮と整備コスト縮減，一

体的な事業実施が可能 

・民間のノウハウ等を生か

した付帯事業が可能 

・民間資金を活用した割賦

払いが可能 

・一括性能発注による工期

短縮と整備コスト縮減，一

体的な事業実施が可能 

・民間のノウハウ等を生か

した付帯事業が可能 

・民間資金を活用した割賦

払いが可能 

・家賃対策調整補助金の 

 受入が可能 

デメリット

・設計に施工会社の独自

技術を生かしにくい 

・特になし ・民間事業者の破産等に 

よる事業中止のリスクが

ある。 

・民間事業者の破産等に 

よる事業中止のリスクが

ある。 

・民間事業者の破産等に 

 よる事業中止のリスクが

ある。 

・建物所有権を持つことで

税金の支払いが発生 

 固定資産税や都市計画 

 税等 

資
料
４
－
別
紙
２


